
　八重瀬町社会福祉協議会は毎年夏、
小中高校生を対象としたボランティア
研修会を行っています。2024 年度は、
中高校生を対象に沖縄県身体障害者福
祉協会（以下、沖身協）とタイアップ
した研修会を開催しました。
　沖身協と連携することになったの
は、沖身協が本町にあり、日頃から福
祉教育に協力してもらうなどつながり
があったからです。沖身協は入所施設
も併設しているため、子どもたちが「自
分の住む地域にある施設を見学するだ
けでも福祉教育になる」と考え企画し
ました。
　沖身協に声がけすると、「子どもた
ちのためなら」と二つ返事でご承諾い
ただきました。
　研修会当日、沖身協に施設の紹介を
してもらい、生徒たちには施設内で
の就労体験やレクの補助等を体験して

もらいました。参加した生徒から「障
害があってもできることはたくさんあ
る」「施設のイメージが変わった」と
の感想もあり、当事者理解につながっ
たと思います。沖身協からも「来年も
継続したい」との声をいただきました。
　担当者として、福祉施設等と連携し、
地域の「みんな」で子どもたちに「ふ
くし」について伝えて、教えることが
とても大切だと考えています。今後も
ボランティアや福祉教育を通じて「優
しさを縁

えにし

で育て世代を築く」地域づく
りを展開していきます。
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身体障害者福祉協会と連携した V 研修会で当事者理解を深める
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地域支え合いセンターってどんなところ？ インフォメーション

～協働で広げる顔の見える関係～
出会う・つながる ボランティアセンター

沖縄県　八重瀬町社会福祉協議会

小中高生V研修会の概要

　本研修会は町内の社会福祉法
人・施設で開催し、普段は入る
ことのない施設の見学や当事者
との交流を行い、子どもたちに
地域にある福祉施設や当事者の
暮らしについて理解を深め、福
祉の仕事について知ってもらう
ことが目的です。社会福祉法人・
施設と地域に住む子どもたちを
つなげるプラットフォームとして
の役割を研修会が担っています。

直近のプログラム

　当事者とのモルック・ボッチャ
交流、施設見学、当事者と作業
体験、受入施設職員による講話

八重瀬町社会福祉協議会　
地域福祉班
ボランティア担当
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ボランティア活動を推進する
緩やかなネットワーク

田尻：今回の公開対談は、「広がれ」
が発表した提言について、その背景に
あるものや伝えたいことを多くの皆様
と共有したいと企画しました。まずは

「広がれ」について、簡単にご説明し
ます。
　「広がれ」はボランティア活動を推
進する団体を支援する緩やかなネット
ワークで、1994（平成 6）年に発足
しました。翌年には阪神・淡路大震災
が発生し、たくさんのボランティアが
被災地に駆けつけました。以降も「広
がれ」ではボランティアフェスティバ
ルやフォーラムを開催し、啓発活動や
学びの場、ボランティア・中間支援組
織がつながる場を提供しています。さ
らには行政との連携を推進するため関
係省庁との懇談会も行っています。
　ボランティア活動に対する社会の期
待は年々高まり、行政との連携も進ん
でいますが、本来対等であるべき両者

の関係性が変わってきているのではな
いかという危機感を覚えます。そこで、

「広がれ」はボランティアの今日的な
意義についてさまざまな方々とともに
考え、対話する重要性を提言に込め、
本日、「広がれ」の会長と副会長によ
る公開対談の機会を設けました。

被災地支援や介護予防の現場で
管理・活用されることへの危機感 　　

田尻：今回「広がれ」が緊急提言を提
出する発端となったのは、被災地支援
の現場においてボランティアが無償の
マンパワーとして捉えられたり、公的
な責任においてなすべきことをボラン
ティアに代替させる等の動きがみられ
ること、被災者支援を行うＮＰＯ・ボ
ランティア団体への交通費補助や、被
災者援護協力団体登録制度の創設な
ど、ボランティアの原則（自主性、社
会性、無償性等）を損ねかねない状況
が見受けられるようになったことがあ
ります。原田さん、詳しく教えていた

だけますか。
原田：今お話があったように、緊急に
提言を取りまとめた背景のひとつに
は、災害救助法等災害関連法制の改正
があります。阪神・淡路大震災以降、
幾度も大きな災害がありました。その
都度ボランティアの社会的評価は高
まっており、期待や必要性も大きく
なっています。その一方で、ボランティ
アが管理、統制されるような場面も見
受けられ、ボランティアを「派遣する」

「動員する」といった言葉が安易に使
われるようになってきました。「ボラ
ンティアって何だろう？」という原点
を考え直す必要に迫られています。
　また災害時だけの問題でなく、介護
保険制度としてボランティア活動に奨
励金を出す動きもあり、ボランティア
を「安易に」あるいは「安価に」使お
うとしているように思えます。具体的
には 2020（令和 2）年度から、住民
が介護予防を目的に行うサロン活動
や、生活支援の活動等に対し「奨励金」
としてお金やポイントを出せるように

助成金情報
（公財）中央競馬馬主社会福祉財団　「2026 年 ( 第 52 回 ) 民間社会福祉施設職員 海外研修生」募集（2025 年 7 月 31 日締切）
諸外国での施設における実習を通じて専門的な知識・技能を習得し、わが国の社会福祉施設サービスの向上に資することを志向する民間社会
福祉施設等の職員に対する助成事業を実施します。（詳細は「中央競馬馬主社会福祉財団　第 52 回海外研修生」で検索）
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ボランティアの今日的意義について考える
～今一度ボランティアの原点に立ち戻って～
　1994年に設立された「広がれボランティアの輪」連絡会議（以下、「広がれ」）は、ボランティア活動の推進・
振興をめざした環境・気運づくりを行っており、全国社会福祉協議会もその構成団体として当初から運営に参画
してきました。今、ボランティア・市民活動を取り巻く状況を見ると、対等であるべき行政との関係や、ボラン
ティアに対する活動者自身の考え方も大きく変化しています。「広がれ」は、このような現状に危機感を有してお
り、この度提言を公表しました。本特集では、提言の背景にあるボランティア・市民活動をめぐる課題、ボランティ
アの価値、活動を通してめざしていく社会のあり方などをテーマとした「広がれ」会長・副会長による公開対談
の内容をご紹介し、ボランティアの今日的意義について考えるきっかけとします。
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左から田尻常任幹事、上野谷会長、原田副会長
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しています。ボランティアを社会資源
と捉え、それをうまく活用できないか
という発想が広がっているように思え
ます。介護保険の現場でも「ボランティ
アって何だろう？」という同様の問題
に直面しています。

ボランティアは心が揺さぶられる
自由で自発的な活動

田尻：少しずつボランティアが行政に
管理される世界になりつつあります
ね。今までボランティア活動や NPO
活動は主体的であり自由でした。だか
らこそ良いものを創り出せた。今まで
ボランティア活動や市民活動は「共感」

「感謝」「感動」という３つの “ 感 ” で
動いてきました。今後は「監理」「監督」

「監視」といった “ 監 ” になってしま
います。このことについて、上野谷さ
んはどうお考えでしょうか？
上野谷：私は中学生の時からボラン
ティアが大好きで 50 年近く携わって
きましたが、どんどんボランティア活
動の自由さが失われつつあると感じて
います。本来は自由で自発的なもので、
管理や命令、抑圧からは遠いものでし
た。だからこそお金をもらわない。昔
は「やる気」「世直し」「手弁当」を合
言葉に、自らの湧き出る気もちを大切
にしていました。ところが今は、残念
ながら少しのお金をもらってうれしい
と思うほど、我々は心も懐具合も貧し
くなっています。でも、そこは足元を
掬われないようにしたいですね。ボラ
ンティア活動で共感を学び、いろいろ
な人たちと一緒にここまで活動してき
たのだから、少し堪えて対話していき
たいと思います。
田尻：上野谷さんの憤りが、この提言
を生み出したと言っても過言ではない
ですね。原田さん、いかがですか？ 
原田：世の中に対し「おかしいな？」
とか、目の前のことに「これでいいの
かな？」と思うことが、ボランティア
の原点のひとつだと思います。今の社
会に対し我々が「おかしい」と思った
ことを声に出し、みんなで考える必要
がありますね。

田尻：大阪には「誰でも乗れる地下鉄
をつくる会」が 50 年近く前にありま
した。この運動のおかげで、今では地
下鉄全駅にエレベーターが設置され、
多くの人が助かっています。このよう
にボランティア活動は、目標達成に向
けた長期的な運動だったはずです。そ
れが短期的な目標達成になり変わって
いるように思います。
上野谷：私は金銭を介在させても良い
とは思います。ただし、行政の予算は
市民から徴収した税金です。確かにボ
ランティア活動にはお金も必要です
が、税金を使って本来国が行うべきこ
とをボランティアに任せるのは安易で
す。

やりたいことを実現する基盤は
自分たちでつくる

田尻：誰もが良かれと思ってやってい
るのでしょうが、私は線引きのし方が
変わってきたように思います。1992

（平成 4）年に社会福祉事業法の改正
があり、その翌年に「国民の社会福祉
に関する活動への参加の促進を図るた
めの措置に関する基本的な指針」（以
下、国民参加指針）が出されています。
そのポイントについて、原田さんにお
聞きしたいです。
原田：国民参加指針は、地方分権の時
代に対応するためにつくられました。
自主性を尊重すること、公的サービス
と民間サービスが役割分担し連携する
こと、地域福祉を総合的に推進しみん
なが支え合う地域コミュニティをつく
ること、これらが国民参加指針の基本
的な考え方です。住民参加と闇雲に言
わず、自主性を尊重して役割分担し、
仕組みづくりを慎重に進めて行こうと
していました。それが現実に動いたの
は阪神・淡路大震災の時でした。震災
後のボランティア活動で行政がやるべ
きこと・できないこと、市民団体やボ
ランティアができること・できないこ
とをしっかり議論しました。そこから
1998（平成 10）年の NPO 法へとつ
ながりました。
田尻：その時をきっかけに、中央共同

募金会が共同募金災害支援制度をつく
り、災害ボランティアセンターの設置・
運営費に共同募金の一部を活用するこ
とになりました。民間で支援金などの
資金づくりが始まったのも、阪神・淡
路大震災がきっかけでしたね。
上野谷：1990 年代はいろいろな指
針が出ました。ボランティアアドバ
イザーを 30 万人、ボランティアコー
ディネーターを 3 万人育成し、ボラ
ンティア活動を推進しようとしていま
した。市民参加の理念を踏まえたうえ
で、技術的な力をもつアドバイザー・
コーディネーターをつくろうとしたの
です。このように先輩たちは丁寧に議
論して積み上げてきました。自分たち
が言いたいことやしたいことを実現す
る基盤は、自分たちでつくっていかな
くてはいけません。

公助を代替するものとして 
ボランティアを利用していないか

田尻：今一度、原点に戻り考えたいで
すね。原田さんは地域共生社会の在り
方検討会議（厚生労働省）にも出席さ
れていますが、その目線からはどのよ
うにお考えですか？
原田：地域共生社会は、地域住民だけ
に押し付けられるものではありませ
ん。誰ひとり取り残されない、共生で
きる地域を創生していくことは私たち
の権利です。それを実現していくため
には、国や地方自治体の役割を明確に
しないといけません。そのために市民
活動と行政等との「協働・共創」が大
切です。
田尻：国が制度を変えてまで、ボラン
ティアを公助の補助的な役割にしたい
のはなぜでしょう？
原田：ひとつは人口減少問題です。地
域活動に関心がある人がいない段階か
ら、本当に人そのものがいない地域が
増えてきました。そうした背景から、
ボランティアを利用しようとしている
印象があります。
上野谷：まさしくその通りですね。今
回の厚生労働省や自治体の考えは、お
金を渡してでも目の前にいるボラン

助成金情報
（一財）松翁会「社会福祉助成事業」（2025 年 7 月 31 日締切）
わが国の社会福祉の向上に寄与することを目的とし、社会福祉に関する事業に対して助成を行います。医療的ケア児者の福祉向上案件を対象
とします。（詳細は「松翁会　社会福祉助成事業」で検索） 3
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ティアに手伝ってもらいたいというも
のでしょう。でも、お金を受け取って
はだめだと思います。専門職を増やす
方向にお金を使うべきだと考えます。
田尻：人口減少や能登半島地震（2024
年）がきっかけで、災害救助法などの
改正が急速に進みました。協働を進め
福祉的要素を入れましょうと改正に向
かったはずです。ところがいつの間に
か登録制度や交通費補助の話になっ
た。本来は公助で行うことを、民間に
行わせるのはすり替えに感じますね。
上野谷：被災者のことを本当に考える
なら、もっと専門的な分野や研究費に
お金を費やしてほしいです。国民全
員が常に、問題に真剣に向き合う状
況をつくり出す必要があるでしょう。 
田尻：世代間で考え方が違うと思いま
すが、若い学生と接する原田さんはど
う見ていますか？
原田：災害が起こると学生たちは即座
に行動します。学生たちがもっている
正義感や社会に対する関心は、昔も今
もまったく変りません。
田尻：阪神・淡路大震災と東日本大震
災の大きな違いは、東日本大震災は発
災後 10 年経過しても学生ボランティ
アが参加している点です。入学した学
生はすでに卒業していますし、震災を
知らないで大学生になった子もいます。
それが今も続いているのはすごいこと
です。自由意志の価値を実感します。

対等性を担保するために
大切にしてきた無償性

原田：ボランティア側も、自由意志や
自主性といったボランティアのスピ
リッツを考えてほしいですね。ボラン
タリーとはどういうことか、我々は
もっと議論していく必要があります。 
上野谷：ボランティアは、自分自身の
理解だけでなく、交流のなかで「あの
人はどうしてあの時ああいう表情をし
たのかな」と他者を理解しようとする
経験を伴います。そういう気もちを理
解することが、多様性の理解につなが
ります。
田尻：こうした活動をどのように浸透

させれば良いのでしょう？
原田：相手との対等性を担保すること
です。行為に対して対価や見返りを求
めないとして、ボランティアは無償性
を大切にしてきました。
田尻：費用を負担してくれるのは一見
ありがたく思えますが、ボランティア
の原理や覚悟が問われますね。
上野谷：行政には、少々のお金を支給
するのでなく、研修費用やパソコン、
ボランティア活動に必要な部屋の提供
などに資金を使ってほしいです。
原田：介護保険の開始に先立ち、全国
社会福祉協議会が中心となって、住民
参加型在宅福祉サービスという枠組み
が整備されました。これはサービスな
ので、持続可能である必要があり、そ
こに対価が生じるのはもっともだと思
います。日本では、コミュニティサー
ビスとボランティアの違いが整理され
ていません。有償ボランティアではな
く、コミュニティサービスです。
田尻：そのサービスの担い手が減って
いるから、ボランティアにお願いしよ
うとしている可能性もありますね。
上野谷：いろいろなサービスがあり、
お金を介在させることで気兼ねなく利
用できると言いますが、果たしてそう
でしょうか？
原田：支援をしてもらってばかりでは
申し訳ないと思う人もいます。それな
ら個人に対価を払うのではなく、団体
に寄付してくれれば良いと思います。
寄付もボランティア活動です。そこか
らまたいろいろな活動が広がればおも
しろいですよね。
上野谷：お金で返す必要はありません
ね。感謝されることで胸がいっぱいに
なります。ボランティア活動の良さは、
他者との触れ合いだけでなく、自分の

存在を再認識できることです。ボラン
ティア活動では心が揺さぶられるとい
うことを、福祉教育と連動して伝えた
いですね。

協働・共創はどうあるべきか
議論を重ねる機会が必要

原田：ボランティアにポイント制度を
採り入れた自治体の社会福祉協議会の
職員から聞きましたが、大人は活動に
対するポイントの数をあげろと要求す
る。そんな大人の後ろ姿は子どもに見
せられないし、ボランティアの意味を
伝えられないと嘆いていました。ボラ
ンティアは成績を上げる手段とか、お
駄賃をもらう手段になってはなりませ
ん。ボランティアに携わる我々が、社
会で生きていくために大切なボランタ
リー意識や、その価値をボランティア
活動を通じてつくっていこうというこ
とを、子どもにも示していく必要があ
ります。
田尻：お金やポイントで得られない、
気持ちを揺さぶることの大切さを伝え
たいですね。
原田：「ボランティアは人に与えられ
た権利である」「ボランティアをどう
活用するか」ではなく、我々もボラン
ティアを再定義し、広げる必要があり
ます。
田尻：世の中の変化とともに多様化が
進み、いろいろな考え方があり、また
制度も変わります。今一度、原点に立
ち返ることが大切だと考え、この度の
提言を出しました。
　協働や共創はどうあるべきか。ボラ
ンティア自身も対価だけではない価値
を見直す必要もあります。また、そこ
で出てくるさまざまな意見を、考え方

助成金情報
（一財）あすたむ舎「障がい者支援団体への活動に対する支援事業（第１回募集）」（2025 年 7 月 31 日締切）
障がい者の社会参加と自立を促進し、地域社会とともに心豊かな日常を送り、共生社会の実現に貢献することを目的とし、障がい者支援団体
に対して助成します。（詳細は「あすたむ舎　助成」で検索）

熱い言葉が交わされた公開対談

4

ボランティア情報　第三種郵便物承認　令和７年 7月 1日発行



助成金情報

の違いで終わらせず、何が違い何を一
緒にできるか議論を重ねる機会を設け
ることが必要です。今までは福祉は福
祉、災害は災害、環境は環境と分か

れていましたが、これからは横のつな
がりも重要です。もしかすると、孤独
や孤立の問題も解決するかもしれませ
ん。この提言を出したことはゴールで

はなく、ここが始まりです。もう一度
みなさんでボランティアや市民活動の
あり方を考えていきましょう。
　本日はありがとうございました。

（社福）松の花基金　令和７年度助成金募集（2025 年 8 月 31 日締切）
知的障害児（者）の福祉向上を支援する基金です。原則として社会福祉法人、公益法人、特定非営利活動法人および知的障害児（者）の福祉
に関する団体、専門的研究者（団体）が対象です。（詳細は「松の花基金　助成の申込」で検索）

ボランティア元年から30年を経て
　私たち「広がれボランティアの輪」連絡会議は、1994
年に創設されて以来、ボランティア・市民活動の推進を図っ
てきました。この間に社会が大きく変化するなかで、ボラ
ンティアを取り巻く環境も変わってきました。とくに今日
の状況については強い危機感を持っています。
　1995 年、この年は日本において「ボランティア元年」と
呼ばれています。1 月 17 日、阪神・淡路大震災による未曾
有の被害を目の前にして、私たちボランティアは何かできな
いかと、自分にできることを持ち寄り、さまざまな活動をし
ました。その数は約 137 万人ともいわれています。ただ多
くの活動者が集まったからボランティア元年になったわけで
はありません。
　ボランティアは翌日から炊き出しを行い、被災した人たち
に寄り添いながら自分たちにできる活動を始めました。でき
る人が、できることを、できるところで行う。こうしたボラ
ンティア活動の柔軟性や迅速性は、復興にむけて大きな役
割を果たしました。またこうした支援は行政ではすぐにでき
ることではありません。行政は住民に対して常に公平、平等
に対応していくことが求められます。そうしたなかでボラン
ティアと行政が対等な関係のもと、それぞれの役割を果たし
ていく「協働・共創」が大事であるという認識が広がりました。
　日本では、ボランティアはややもすると行政や制度の補完
的な役割を期待され、それゆえに上下の関係でみられるこ
とが多かったのです。しかしボランティアと行政がそれぞれ
の存在を認め合い、対等に協働・共創していくことの必要性
を経験したことが、その後、特定非営利活動促進法（通称：
NPO 法）の制定（1998 年）へとつながりました。このボ
ランティアと行政との関係構造が大きく変わったこと、その
ことをもって「ボランティア元年」と称してきたのです。

行政とボランティアの協働・共創について
　ボランティア元年から 30 年、ボランティアを取り巻く社
会は大きく変化しました。近年の行政施策のなかで、ボラ
ンティアを単なる社会資源とみなし、マンパワーとして安

あん

易
い

に活用しようとする傾向が見受けられることを危惧していま
す。対等であることを大事にしてきたはずなのに、行政がボ

ランティアを動員し、管理し、時には活動を制限したりする、
また、専門職が都合よくボランティアを活用しようとする、
そのような場面が散見されるようになりました。本来、公的
な責任で対処しなければならないことをボランティアに肩代
わりさせるといったことを制度や施策として位置づけようと
する動きも顕著になってきました。協働・共創といった信頼
関係が揺るぎかねない状況にあります。

ボランティア自身も活動を問い直す時期
　一方、ボランティアのなかにも、行政に依存するような
動きもあります。また、ボランティアの側から労働の対価
としての「報酬」を要求するような意見も出てきています。
　ボランティアは、長い歴史のなかで培われてきた価値に
もとづく活動です。今、私たちは改めて、ボランティアと
は何か、なぜボランタリーな精神を尊重するのか、その価
値や哲学を見つめ直すことが求められています。

今こそ、ともにボランティアについて考えましょう
　世界を見渡すと、戦争が絶え間なく続き、自国第一主義が
席巻するなど、これまで大事にしてきた多様性や公正性、包
摂性といった考え方は排除されつつあります。分断と対立が
意図的につくり出され、異なるものを排除していく、こうい
う時にこそ、ボランティアの本当の価値に目を向けていく必
要があります。
　ボランティアを大切にするということ、そして自らボラ
ンティアをするということは、人と人とのつながりを結ぶ
ことであり、すべての人にとって幸せな社会（well-being）
をめざして、「私の意志」で行動するということです。ボラ
ンティア活動を通して、楽しい時間を共有し、他者ととも
に生きるという喜びをわかち合い、一人ひとりの尊厳が大
切にされる社会を創造していくことが求められています。　
　「広がれボランティアの輪」連絡会議は、そうした社会を
創造していくために、改めてボランティアの今日的意義につ
いて多様な人たちと考え、対話することが必要だと考えます。
それぞれの立場でこれからの社会にお
ける協働・共創について、今こそともに
考え、ともにボランティアの輪を広げて
いきましょう。

ボランティアの今日的意義について、私たちは社会・市民に強く訴えます言提

2025 年 4 月 21日「広がれボランティアの輪」連絡会議
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助成金情報
（公財）サウンドハウスこどものみらい財団（随時募集）
子どもたちの生活を援助する取り組みを支援します。子どもの命や安全を守る事業、居場所づくりに関する事業等が対象です。（詳細は「サウ
ンドハウスこどものみらい財団」で検索）

VCのありかた
取り組みのヒント

　全国ボランティア・市民活動振興センターが策定した「市
区町村社会福祉協議会ボランティア・市民活動センター強
化方策 2023 ～社協 VC5 つの役割と 25 の視点～」（以下、
強化方策 2023）は、社協 VC の基本的な役割や、現状
を自己評価するチェックリスト、取り組みを具体化するた

めの視点等を掲載しています。本連載ではチェックリスト
の紹介を通して、ボランティア・市民活動を推進するた
めの気づきと取り組みを応援します。

１　地域ニーズの集約：多様なニーズが集まる、集める、発信する
　（５）�社協 VCと地域の関係者がお互いの強み・弱みを知り、身近な存在として信頼関係を

築いているか

今月のチェック項目

解 説
地域のさまざまな場に足を運び
社会資源を発掘して特徴を把握 　

　社協 VC が地域の関係者と協働して　
地域の関係者から信頼され、その結果
としてさまざまな相談や問い合わせ、
要望を寄せてもらうために、社協 VC
はより多くの組織と接点をもち、幅広
い関係者と連携・協働の関係をつくっ
ていくことが必要です。
　関係づくりのはじめの一歩として、協

働相手となる地域の関係者を知る必要
があります。そのために、社協 VC は
会議を主催し、お互いを知る場をつく
るだけではなく、地域のさまざまな行事
や協議の場、地域の関係者が開催する
勉強会・セミナー等に積極的に参加す
ることが重要です。活動をともにするこ
とで、社協ＶＣと協働相手が相互に取
り組み内容や強み・弱み、相手に何を
提供できるのか、何を求めているのか
を客観的に把握することができます。

〈取り組みのヒント〉
・�会議は、あて職や受け身で参加する

形式的な場ではなく、協働相手の今
後の活動や取り組みに向けた協議の
場とし、実効性を高める。

・�社協 VC が自ら会議等を開催して協
働相手を「巻き込む」活動だけでな
く、地域にすでにある会議等の場を
活用する（うまく「巻き込まれる」）
ことで、地域の社会資源を効率的に
活用する。

・�地域住民の暮らしに身近な場に拠点
を置き、地域の関係者と日常的に接
点をつくり、実践的な資源の発掘・
特徴を把握する。市民活動を推進する会議に出席し

地域づくりの情報を交換 　 

　滋賀県・東近江市社会福祉協議会（以
下、市社協）は、市内の市民活動団体
が集う「東近江市市民協働推進委員会」
に参画しています。「東近江市市民活
動推進協議会実行委員会」にも参画し、
市民活動団体が横のつながりをつくる
ことを目的に開催するイベント「わく
わくこらぼ村」の企画・運営に携わっ
ています。
　これらの委員会は、市民協働推進計
画（2014 年～）の策定をきっかけに、
分野を越えた多様な主体の連携を具体
化する場として、行政の声がけで立ち
上がりました。市社協は、「ボランテ
ィアの声や地域のニーズを共有するこ

とで、ボランティア活動の活性化につ
ながる」と考え、参画を始めました。
　「広くまちづくりに関わっている方や
思いのある方と出会えるため、地域活
動の情報交換の場になっています」と、
市社協 VC の職員たちは話します。ボ
ランティアの現状や課題、地域住民が
進めている地域福祉活動を発信するだ
けでなく、市社協職員にとって、地域
の関係者や活動を知る機会にもなって
います。
　委員会には日頃から市社協と関わり
のあるメンバーもおり、委員会での話
題をきっかけに、後日、福祉分野の会
議で実践のアイデアが生まれることも
あります。委員会に参画することで、
地域の関係者との関係性が深まり、さ
まざまな活動が広がっています。

事 例

強化方策はここから
ダウンロードできます

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国ボランティア ・ 市民活動振興センター

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国ボランティア ・ 市民活動振興センター

2023 年 5 月

市
区
町
村
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会
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議
会
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民
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ー
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策
２
０
２
３
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Ｃ
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〜
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会
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協
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　全
国
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・
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ー

市区町村社会福祉協議会

ボランティア ・ 市民活動センター

強化方策 2023
～社協VC５つの役割と25の視点～

表紙02_VC強化方策2023_全社協様

「ボランティア・市民活動推進情報ページ」
https://www.zcwvc.net/volunteer/
reference/zenshakyo-vc/
（全社協VC 強化方策 2023で検索）

4第 回
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書籍紹介
『月刊福祉』2025 年 8 月号（全社協出版部） 価格 1,170 円（本体 1,064 円）
特集は、「今改めて虐待に向き合う」。依然として虐待発生に関する報道は後を絶たないなかで、今改めて、虐待を起こさない施設をつくるために、
どのような取り組みが必要となるのかを考えます。

身体全体で福祉を学ぶ3日間 　　　

　鳥栖市社会福祉協議会（以下、市社
協）は、地域の小学 5 年生〜中学 3
年生の希望者を対象に 3 日間の福祉
教育プログラム「ふれあいスクール（以
下、スクール）」を毎年夏に開催して
きました。今年で 37 回目の開催とな
ります。
　現在、スクールの「校長」を務める
のは、特別支援学校の生徒の放課後児
童クラブなどを運営する「NPO 法人し
ょうがい生活支援の会すみか」の代表
理事であり、障害当事者でもある芹田
さん。プログラムの原案作成やイベン
ト当日の進行管理、参加する子どもた
ちのサポートなどが校長の役割です。
　「このイベントには長くボランティ
アスタッフとして関わってきたのです
が、2008 年に初代校長から打診があ
り、校長を引き継ぐことになりました。
市社協が長年、力を入れてきた事業で
すし、3 日間のなかで子どもたちの成
長を感じられる素晴らしい時間でもあ
りましたので、私にできる限りの協力
をしていこうと思いました」と芹田さ

んは語ります。
　スクールでは毎年、「目で見て、耳
で聞き、身体全体でふれあう体験を通
して福祉の心を育む」という主旨の
もと、プログラムが組まれてきまし
た。芹田さんが提案した大枠のアイデ
アを池田さんが具体化し、協力してく
れる諸団体とコンセプトや内容を綿密
にすり合わせたうえで、事業に臨み
ます。昨年度は「赤ちゃんとのふれ
あい」や「妊婦体験」「外国人との交
流」「パラスポーツ体験」「非常食体
験」といった内容が盛り込まれました。

学校ではできない豊かな体験

　福祉教育については地域の各学校で
も実施されていますが、学校側から「例
年と同じで」と要望されることが多く、
検討する時間も限られているため、地
域性や時勢にあわせた内容にアレンジ
する余地がないことを市社協は課題に
感じています。一方スクールは、災害
対策など地域が抱える課題や多様性と
いった現代的な内容を採り入れて、学
校ではできないバラエティ豊かな体験
ができます。自分の意志で参加してい

るので、子どもたちの学びへのモチベ
ーションが高いことも特徴です。
　ただ、プログラムを毎年変えること
が目的ではありません。主催者、運営
者にとっては同じ内容でも、参加者の
ほとんどはスクール初体験。よいと思
えるプログラムができたら継続するこ
とも大切、と芹田さんは先代校長から
聞いていました。その言葉を胸に、継
続性と革新性のバランスがとれた内容
となるよう意識しています。
　鳥栖市でスクールが始まってから
40 年弱。地域のなかには、子どもの
時スクールに参加したことがきっかけ
で看護師になった人もいます。ほかに
も、保健や医療、福祉などの分野を進
路として考えるよい機会になった、と
いう話は数多く聞かれます。
　「地域のなかにはさまざまな人が暮
らしているということを、ボランティ
アスタッフを含む参加者がフラットな
関係性のなかで学び、多様性を肌感覚
で体験できることがスクールの意義。
事業を継続することで地域の 10 年
後、20 年後につながるはず」とふた
りは語ります。

ボランティアスタッフから「校長」へ
多様な “ふれあう” プログラムを展開するスクール

～つながる、広がる、福祉教育～
　ともに生きる力を育む福祉教育の実践には、地域住民や関係機関・団体との “ 協同 ” が不可欠です。
　そこで本連載では、協力者（地域住民や関係機関・団体など）とのつながりに着目し、福祉教育

実践者が「協同実践」のヒントを得られるよう、全国各地の福祉教育実践を取り上げます。

佐賀県・鳥栖市社会福祉協議会　主任　池
い け

田
だ

 貴
た か

也
や

さん
ふれあいスクール　校長　芹

せ り

田
た

 洋
ひ ろ

志
し

さん
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災害時は、被災者をより適切・効果的に支援するために、被
災地内外のボランティア・NPO、行政等との連携、協働が必
要不可欠です。
本連載では、実際に災害 VC を運営した社協の取り組みから、
災害時の連携や平時の取り組みについて学びます。
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第10回 広島県　尾道市社会福祉協議会

被災者の話を丁寧に聞くことが
支え合う関係づくりの第一歩 くらし支援課

髙
たか

橋
はし

 望
のぞむ

さん

被災者の生活支援は長期間に渡る
スタッフの確保が課題に

　平成 30 年 7 月豪雨の発生により、尾道市は甚大な
被害を受けました。市からの委託を受け、発災から約
3 か月後の 10 月 22 日に「尾道市支え合いセンター

（以下、市センター）」を設置。支援対象は、みなし仮
設住宅、公営住宅に入居した 41 世帯を含む 383 世
帯です。誰もが未経験の事業でしたが、災害ボランテ
ィアセンターの応援に駆け付けてくれた新潟市や熊本
市などの社協職員から「長期間にわたって被災者の生
活支援を行っていくことは必至。そのイメージを持っ
ておいた方がいい」と助言いただき、8 月の段階から
準備、情報収集することができました。市センター開
設にあたって最初に課題となったのは、スタッフの確
保です。センター長 1 名、統括相談員 1 名（私）、副
統括相談員 1 名のほか、生活相談員が数名必要でした。

雑談で困りごとを自然に引き出す
気付かなかった課題も明らかに

　生活相談員については、元市社協職員 1 名と、社
協職員の学生時代の友人１名を確保。加えて以前、市
社協に就労準備支援の相談に来ていた人に声をかけ、
市センター開設から約 3 か月後に 3 名体制となりま
した。1 日も早く訪問したいところでしたが、スタッ
フそれぞれの知識や経験が異なるなかで、どのように
支援すべきかを明確にしなければなりません。目的を
共有し、自主的に動けるようになるまで、じっくり話
し合う必要がありました。
　戸別訪問活動で重視したのは、“ 雑談すること ” で
す。ざっくばらんにお話しいただき、困りごとなどを
自然に吐露してもらうことを意識。結果的には多くの

世帯で、生活相談員の訪問を楽しみにしてくれるよう
な関係性を築くことができました。また介護やひきこ
もりなど、被災関連以外の課題がある世帯の把握、課
題解決につながったことも大きな収穫です。

「災害時の支援を社協が担う」
気概をもつことの大切さ

　市センターの業務としては主に、各種会議の開催が
挙げられます。各種機関が一丸となって被災者支援に
取り組むことを目的とした関係者会議を毎年一度開
催。市社会福祉課（保護係）、市建築課、市高齢福祉課、
市健康推進課、市子育て支援課、障害者支援センター、
地域包括支援センター、尾道市社協（各事業担当者、
各支所、在宅サービス課）など 45 名が参加しました。
　他にも具体的な被災者支援の核になる機関を集めた
地域連携会議を毎月一度、生活支援コーディネーター
との情報共有を図る地域支援調整会議を隔月（初年度
のみ）、個別ケース会議を不定期で開くなど、さまざ
まな会議を開催してきました。
　閉所までの約 3 年間で痛感したのは、災害時の支
援も社協が担っていくんだ、という気概を常日頃から
もっておくことの大切さでした。スタッフの人数が限
られているなかで市センターの業務を無事に終えるこ
とができたのは、市行政や各種支援機関との連携、他
社協の協力が
あったからこ
そ。全国にネッ
トワークをも
つ社協の強み
を改めて実感
した機会でも
ありました。

地域支え合いセンター
ってどんなところ？

～立ち上げ時の課題を知る～

ボランティアの状況を把握できる資料を皆で作りましょう！
ボランティア活動者数調査にご協力ください（締切 7 月 31 日（木）） 

　全国ボランティア・市民活動振興センターは、全
国の都道府県・指定都市、市区町村社会福祉協議会
を対象に、毎年ボランティア活動者数調査を実施し
ています。今年もご協力をお願いいたします。

★各社協にお送りしているメールに記載の方法でご回答ください
★過去の調査結果は、「地域福祉・ボランティア情報ネットワーク」
（https://www.zcwvc.net/volunteer/reference/zenshakyo-vc/）や「被災地支援・
災害ボランティア情報」（https://www.saigaivc.com/earthquake/311/）から

様々な関係団体と連携する地域連携会議
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